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地域特産野菜生産状況調査実施要領（平成 30 年産）一部改正新旧対照表（本文） 

 

改     正     後 現           行 

 

地域特産野菜生産状況調査（平成 30 年産） 

 

地域特産野菜生産状況調査（平成 28 年産） 

 

１．調査の目的 

（略） 

 

２．調査体系 

（略） 

 

３．調査対象 

（略） 

 

４．調査対象品目及び調査事項 

（１）調査対象品目 

 

 

（２）調査事項 

（略） 

 

 

１．調査の目的 

（略） 

 

２．調査体系 

（略） 

 

３．調査対象 

（略） 

 

４．調査対象品目及び調査事項 

（１）調査対象品目 

 

 

（２）調査事項 

（略） 

 

 （削る） うど（露地盛土） うど（伏込み） ２  うるい

３  エシャレット  ４  オクラ  ５  かいわれだいこん ６  かんぴょう

７  クレソン  ８  くわい ９  しそ 10  食用ぎく

11  食用ゆり 12  しろうり 13  ズッキ－ニ 14  スナップえんどう 

15  せり 16  タアサイ 17  たで

18  つけな（こまつな及びみずなを除く） 19  つるむらさき

20  とうがらし（辛味種） 21  とうがん 

23  にがうり 24  パクチー 25  葉しょうが 26  パセリ

27  花みょうが 28  パプリカ 29  非結球レタス 30  マッシュルーム

31  ミニかぼちゃ 32  芽キャベツ 33  モロヘイヤ  （削る）

34  らっきょう 35  ラディッシュ 36  ルッコラ 37  わけぎ

38  わさびだいこん 

 １－１  １－２

 22－１ なばな（主として花を食するもの）   22－２ なばな（主として葉茎を食するもの）

１  あさつき うど（露地盛土） うど（伏込み） ３  うるい

４  エシャレット  ５  オクラ  ６  かいわれだいこん ７  かんぴょう

８  クレソン  ９  くわい 10  しそ 11  食用ぎく 

12  食用ゆり 13  しろうり 14  ズッキ－ニ 15  スナップエンドウ 

16  せり 17  タアサイ 18  たで

19  つけな（こまつな及びみずなを除く） 20  つるむらさき

21  とうがらし（辛味種） 22  とうがん 

24  にがうり 25   パクチー 26  葉しょうが 27  パセリ

28  花みょうが 29  パプリカ 30  非結球レタス 31  マッシュルーム 

32  ミニかぼちゃ 33  芽キャベツ 34  モロヘイヤ 35  山ごぼう(栽培) 

36  らっきょう 37  ラディッシュ 38  ルッコラ 39  わけぎ

40  わさびだいこん 

 ２－１  ２－２

 23－１ なばな（主として花を食するもの）   23－２ なばな（主として葉茎を食するもの）
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５．調査対象期間及び調査実施時期 

（１）調査対象期間 

平成 30 年１月から 12 月までとする。 

ただし、収穫が２か年にわたる場合であって、平成 30 年に収穫最盛期を含

むときは、当該期間を調査対象期間とする。 

 

（２）調査実施時期 

令和元年 10 月から令和２年１月までとする。 

 

６．調査方法 

（略） 

 

７．本調査の実施 

（１）都道府県の協力が得られる場合 

地方農政局長等（北海道にあっては生産局長、沖縄県にあっては内閣府沖

縄総合事務局長、その他の都府県にあっては当該都府県の区域を管轄する地

方農政局長をいう。以下同じ。）は、管内の都道府県知事宛てに様式１、様

式２及び別紙１を配布する。 

ア 都道府県知事は、自ら様式２に回答できる場合は、様式２及び別紙１を

作成の上、地方農政局長等宛てに提出する。 

イ 都道府県知事は、自ら様式２に回答できない場合は、管内の市町村長に

様式１に回答できるか否かの照会を行う。 

当該市町村長が自ら様式１に回答できる場合は、都道府県知事は当該市

町村長宛てに様式１を配布し、当該市町村長は、様式１を作成の上、都道

府県知事宛てに提出する。 

当該市町村長が自ら様式１に回答できない場合は、都道府県知事は、直

接市町村の管内を管轄する農業協同組合の長宛てに様式１を配布する。当

該農業協同組合の長は、様式１を作成の上、都道府県知事宛てに提出す

る。 

都道府県知事は、市町村長又は農業協同組合の長から提出された様式１

を集計し、様式２を作成するとともに、別紙１を作成の上、様式１、様式

２及び別紙１を地方農政局長等宛てに提出する。 

ウ 地方農政局長等は、都道府県知事から提出された様式２を基に、別紙２

を作成する。 

エ 地方農政局長及び内閣府沖縄総合事務局長は、様式１、様式２、別紙１

５．調査対象期間及び調査実施時期 

（１）調査対象期間 

平成 28 年１月から 12 月までとする。 

ただし、収穫が２か年にわたる場合であって、平成 28 年に収穫最盛期を含

むときは、当該期間を調査対象期間とする。 

 

（２）調査実施時期 

平成 30 年１月から同年４月までとする。 

 

６．調査方法 

（略） 

 

７．本調査の実施 

（１）都道府県の協力が得られる場合 

地方農政局長等（北海道にあっては生産局長、沖縄県にあっては内閣府沖

縄総合事務局長、その他の都府県にあっては当該都府県の区域を管轄する地

方農政局長をいう。以下同じ。）は、管内の都道府県知事宛てに様式１及び

様式２並びに別紙１及び別紙２を配布する。 

ア 都道府県知事は、自ら様式２に回答できる場合は、様式２、別紙１及び

別紙２を作成の上、地方農政局長等宛てに提出する。 

イ 都道府県知事は、自ら様式２に回答できない場合は、管内の市町村長に

様式１に回答できるか否かの照会を行う。 

当該市町村長が自ら様式１に回答できる場合は、都道府県知事は当該市

町村長宛てに様式１を配布し、当該市町村長は、様式１を作成の上、都道

府県知事宛てに提出する。 

当該市町村長が自ら様式１に回答できない場合は、都道府県知事は、直

接市町村の管内を管轄する農業協同組合の長宛てに様式１を配布する。当

該農業協同組合の長は、様式１を作成の上、都道府県知事宛てに提出す

る。 

都道府県知事は、市町村長又は農業協同組合の長から提出された様式１

を集計し、様式２を作成するとともに、別紙１及び別紙２を作成の上、様

式１及び様式２並びに別紙１及び別紙２を地方農政局長等宛てに提出す

る。 

ウ 地方農政局長等は、都道府県知事から提出された様式２を基に、別紙３

を作成する。 
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及び別紙２を生産局長宛てに提出する。 

 

 

（２）都道府県の協力が得られない場合 

ア 地方農政局長等は、都道府県の管内の市町村長に様式１に回答できるか

否かの照会を行う。 

当該市町村長が自ら様式１に回答できる場合は、地方農政局長等は、当

該市町村長宛てに様式１を配布し、市町村長は、様式１を作成の上、地方

農政局長等宛てに提出する。 

当該市町村長が自ら様式１に回答できない場合は、地方農政局長等は、

直接市町村の管内を管轄する農業協同組合の長宛てに様式１を配布する。

当該農業協同組合の長は、様式１を作成の上、地方農政局長等宛てに提出

する。 

地方農政局長等は、市町村長又は農業協同組合の長から提出された様式

１を基に、様式２、別紙１及び別紙２を作成する。 

イ 地方農政局長及び内閣府沖縄総合事務局長は、様式１、様式２、別紙１

及び別紙２を生産局長宛てに提出する。 

 

（３）秘匿措置の確認 

地方農政局長等は、管内の都道府県に情報収集の上、特定の都道府県にお

いて、本実施要領４の調査事項のうち、生産者数が２以下となる事項がある品

目については、別紙３に都道府県名、品目名及び該当する事項を記入する。 

地方農政局長及び内閣府沖縄総合事務局長は、別紙３を生産局長宛てに提

出する。 

 

 

８．生産局長への提出期限 

令和２年１月 16 日（木） 

 

９．本調査結果の公表 

生産局長は、本調査結果を取りまとめの上、令和２年６月にインターネット

（e-Stat）に掲載するほか、報告書により公表する。 

 

10．本調査の実施に当たっての留意事項 

（１）～（７） 

エ 地方農政局長及び内閣府沖縄総合事務局長は、様式１及び様式２並びに

別紙１から別紙３までを生産局長宛てに提出する。 

 

（２）都道府県の協力が得られない場合 

ア 地方農政局長等は、都道府県の管内の市町村長に様式１に回答できるか

否かの照会を行う。 

当該市町村長が自ら様式１に回答できる場合は、地方農政局長等は、当

該市町村長宛てに様式１を配布し、市町村長は、様式１を作成の上、地方

農政局長等宛てに提出する。 

当該市町村長が自ら様式１に回答できない場合は、地方農政局長等は、

直接市町村の管内を管轄する農業協同組合の長宛てに様式１を配布する。

当該農業協同組合の長は、様式１を作成の上、地方農政局長等宛てに提出

する。 

地方農政局長等は、市町村長又は農業協同組合の長から提出された様式

１を基に、様式２及び別紙３を作成する。 

イ 地方農政局長及び内閣府沖縄総合事務局長は、様式１及び様式２並びに

別紙２及び別紙３を生産局長宛てに提出する。 

 

（３）秘匿措置の確認 

地方農政局長等は、管内の都道府県に情報収集の上、特定の都道府県にお

いて、本実施要領４の調査事項のうち、生産者数が２以下となる事項がある品

目については、別紙４に都道府県名、品目名及び該当する事項を記入する。 

地方農政局長及び内閣府沖縄総合事務局長は、別紙４を生産局長宛てに提

出する。 

 

 

８．生産局長への提出期限 

平成 30 年４月 19 日（木） 

 

９．本調査結果の公表 

生産局長は、本調査結果を取りまとめの上、平成 30 年７月にインターネット

（e-Stat）に掲載するほか、報告書により公表する。 

 

10．本調査の実施に当たっての留意事項 

（１）～（７） 
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（略） 

 

（８）調査対象野菜における特記事項 

ア ～ サ 

（略） 

 

（削る） 

 

シ 「わけぎ」については、「わけねぎ」を除く。 

（略） 

 

（８）調査対象野菜における特記事項 

ア ～ サ 

（略） 

 

シ 「山ごぼう」は、栽培されたものに限る。 

 

ス 「わけぎ」については、「わけねぎ」を除く。 

  

附 則（令和元年９月３０日付け元生産第８７８号） 


